
（五十音順  敬称略）

●知的財産権制度関係功労者（1名）
　三　村　量　一 弁護士（長島・大野・常松法律事務所　パートナー）

●知的財産権制度活用優良企業等（7者）
　知財活用企業（特許） 伊東電機株式会社 ［兵庫県］
 ナブテスコ株式会社 ［東京都］
 日亜化学工業株式会社 ［徳島県］
　知財活用企業（商標） 株式会社トンボ鉛筆 ［東京都］
　知財活用企業（オープンイノベーション推進企業）
 KDDI株式会社 ［東京都］
　知財活用ベンチャー マイクロ波化学株式会社 ［大阪府］
 株式会社ユーグレナ ［東京都］　

知財功労賞　経済産業大臣表彰

知財功労賞　特許庁長官表彰

平成30年度  「知財功労賞」
受賞者・受賞企業一覧

●知的財産権制度関係功労者（5名）
　青　木　博　通 弁理士（ユアサハラ法律特許事務所　パートナー） 
　奥　村　洋　一 株式会社スコヒアファーマ　代表取締役社長
　尾　﨑　隆　弘 弁理士（尾崎特許事務所　所長） 
　辻　居　幸　一 弁護士・弁理士（中村合同特許法律事務所　パートナー） 
　藤　野　仁　三 藤野IPマネジメント　代表

●知的財産権制度活用優良企業等（8者）
　知財活用企業（特許） 出光興産株式会社 ［東京都］
　 エム・テクニック株式会社 ［大阪府］
　 コニカミノルタ株式会社 ［東京都］
　 株式会社ダイセル ［大阪府］
　知財活用企業（意匠） 株式会社喜多俊之デザイン研究所 ［大阪府］
 株式会社ワコール ［京都府］
　知財活用企業（商標） 枕崎水産加工業協同組合 ［鹿児島県］
　知財活用ベンチャー 株式会社オプティム ［東京都］



三 村 量 一  弁護士（長島・大野・常松法律事務所 パートナー）［神奈川県］

功績概要
●裁判官として知的財産権訴訟の多くの判決に携わったほか、知的財産法務に関する高度な知識と実務経験を踏

まえ、産業構造審議会知的財産政策部会不正競争防止法委員会の委員を務め、営業秘密の保護や模倣品・海賊
版対策の強化に尽力するなど、我が国の知的財産権制度の改善発達に多大な貢献。

●法科大学院の客員教授として特許紛争処理や不正競争防止法、商標法等の知的財産に関する科目を担当し、知
的財産法曹の人材育成に携わるとともに、知的財産紛争に係る事例研究や法解釈に関する多くの論文・論考の
発表、弁護士、弁理士等の専門人材のみならず、企業関係者や学生に対する知的財産の保護・活用に関する精
力的な講演活動等を行い、知的財産制度の普及・啓発及び知的財産人材の裾野の拡大に大きく寄与。

●日本弁護士連合会の日弁連知的財産センターの委員として、ミャンマー、シンガポール等の現地関係機関との
間で知的財産法制度の運用状況等について、意見交換等を行い、これらの国における知的財産制度の整備に貢
献。特にミャンマーの最高裁判所から要望を受けて、我が国特許庁等と共同で知的財産訴訟実務に関するワー
クショップを実施するなど同国の知的財産訴訟システムの構築に向けて尽力。官民・国内外の垣根を越え、知
的財産関係の紛争処理能力の向上に大きく寄与。

み むら りょう いち

（敬称略）

平成30年度 知的財産権制度関係功労者表彰

青 木 博 通  弁理士（ユアサハラ法律特許事務所 パートナー）［東京都］

功績概要
●弁理士業務に長年精励し、我が国のみならず諸外国での豊富な実務経験を踏まえた多数の研究論文・著書の執

筆や講演等を実施。また、産業構造審議会知的財産政策部会 商標制度小委員会新しいタイプの商標に関する
検討ワーキンググループ等に委員として参画し、商標法改正の基盤づくりに寄与するとともに、同法改正後も
著書、講演等を通じて改正内容の周知を行うなど商標制度の発展、普及、啓発に貢献。

●特許庁が実施する途上国の産業財産権関連人材を対象とした人材育成事業の講師を定期的に務め、我が国の商
標法、意匠法について英語で講義を行うとともに、日本弁理士会が実施する実務修習や弁理士の継続研修の講
師を長年務め、弁理士の資質向上に寄与するなど、国内外の知的財産人材の育成に貢献。

あお き ひろ みち

奥 村 洋 一  株式会社スコヒアファーマ 代表取締役社長［神奈川県］

功績概要
●知的財産関係団体において要職を歴任し、我が国の知的財産制度の普及・啓発や諸外国との制度調和に尽力。

日本知的財産協会では理事長として、欧米、アジア各国の政府機関や関係諸団体との交流を通じて、知的財産
権制度の運用の調和に貢献したほか、三極（日米欧）及び五庁（日米欧中韓）関連の特許制度調和に向けた活動
を推進。また、経済産業省「国際知財制度研究会」に委員として参加し、TPP協定に関する我が国産業界の意見
の集約・調整等に貢献。

●産業構造審議会知的財産政策部会 特許制度小委員会審査基準専門委員会に委員として参加。我が国の産業界
の立場から意見を発信し、審査基準の改訂につなげるなど知的財産権制度の改善発達や行政の円滑な推進に寄
与。

おく むら よう いち

（五十音順　敬称略）

知財功労賞　経済産業大臣表彰

知財功労賞　特許庁長官表彰



平成30年度 知的財産権制度関係功労者表彰

（五十音順　敬称略）

功績概要
●中部知的財産戦略本部本部員として中部知的財産戦略推進計画に基づく施策・事業計画の策定に関与するとと
もに、日本弁理士会東海支部長として、同計画において重視された「企業のグローバル化に対応した支援」に
積極的に取り組むため、同支部に国際知財委員会を新たに設置。地域の中小企業経営者からのニーズが強い
ASEAN諸国に関して現地調査を含む積極的な情報収集を行い、各国の知的財産動向等を紹介する「東南アジ
ア知財戦略セミナー」を開催するなど、東海地域の企業の海外展開を積極的に支援。
●弁理士として長年業務に精励するとともに蒲郡商工会議所を始めとする東海地域の支援機関において個人や中
小企業等へ無料相談に長年にわたり携わり、東海地域における知的財産権制度の普及・啓発に貢献。

辻 居 幸 一  弁護士・弁理士（中村合同特許法律事務所 パートナー）［東京都］

功績概要
●国際知的財産保護協会の国際総会に日本代表として参加し、我が国の意見の反映に尽力したほか、工業所有権
審議会弁理士審査分科会の委員を長年務め、弁理士試験の円滑な実施に向けた審議に参加するなど国内外の知
的財産制度の改善発展に貢献。
●日本弁理士会の実施する特定侵害訴訟代理業務能力担保研修の講師として、知的財産権訴訟において代理能力
を有する弁理士の養成に尽力するとともに、国内外の知的財産権訴訟に関する判決を題材として、弁護士、企
業関係者、裁判官等による分析・検討や議論を行う判例研究会のリーダーを務めるなど知的財産訴訟に関する
人材育成に寄与。

つじ い こう いち

お ざき たか ひろ

尾 﨑 隆 弘  弁理士（尾崎特許事務所 所長）［愛知県］

藤 野 仁 三  藤野 IP マネジメント 代表［東京都］

功績概要
●約20年前に標準と特許の交錯により生じる法律問題を解決するための方法論をいち早く提唱。現在も若手研
究者と共に世界の判例動向を研究し、その成果を発明推進協会の機関誌に連載するなど標準必須特許問題の研
究の先駆者として活躍。また、東京理科大学専門職大学院では、次代を担う知的財産人材に標準作成を模擬体
験させ、その戦略性について発表を求めるなど先進的な標準化教育を実践し、知的財産と標準に精通した人材
の育成に寄与。
●多年にわたり、日本の知的財産に関する制度改正や判例に関する情報を英語で多数海外に発信し、海外の実務
家や研究者から、その速報性と正確性が高く評価された。この情報発信の活動を大学院の学生等に引き継ぎ、
継続的な取組とするなど知的財産権に関する情報の流通及び利用の促進に貢献。

ふじ の じん ぞう

知財功労賞　特許庁長官表彰



知財活用企業（特許）

伊東電機株式会社 代表取締役　伊東　一夫

https://www.itohdenki.co.jp/

兵庫県加西市朝妻町1146－2　

1965年

90百万円

270人

コンベヤ用モータローラ・制御機器・モジュール・ユニット・システムなど搬送関連機器、
植物工場設備の開発・製造・販売・設置

●社長及び開発部・営業部の責任者で構成される特許会議を2カ月に1回開催して、特許や商標などの出願判断・出願国選定・
権利維持等の重要事項を決定している。新製品の開発時には構想段階で必ず国内外の先行技術文献調査を十分に行い、抵
触する特許がないかを確認するとともに、出願の際に特許請求の範囲の記載について議論する会合を実施するなど、より
広く強い特許を取得することを意識した体制を整備している。

●モータを内蔵した搬送装置用ローラを開発して特許権や商標権を取得。応用製品の拡大を図りながら各国での権利化を積
極的に行い、海外展開を進めて世界で約7割のシェアを獲得している。また、モータや制御に関するコア技術を基にした
新事業にも取り組んでおり、植物工場事業に参入し、これらの分野でも基本特許や周辺特許を出願している。

●自社の特許権を侵害する可能性がある他社の製品を発見した際に、営業担当者から知財担当部署へフィードバックする体
制を構築している。また、海外で確認された模倣被害に対しては、現地で被害調査を行い、警告等の必要な措置を取り模
倣品を排除している。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　設　　立

　資 本 金

　従 業 員

　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

搬送コンベヤの IoTを実現する
モータ内蔵ローラ「パワーモーラ」

人手不足・設計者不足をサポートする
簡単設置・簡単設計コンベヤ「id-PAC」

省エネ・簡単設置　新時代の植物工場システム
「セル式モジュール型植物工場」

知財功労賞　経済産業大臣表彰



知財活用企業（特許）

ナブテスコ株式会社 代表取締役社長/最高経営責任者（CEO）　寺本　克弘

https://www.nabtesco.com/

東京都千代田区平河町2-7-9 

2003年

10,000百万円

7,591人 

精密減速機、油圧機器、鉄道車両用機器、航空機器、舶用機器、商用車用機器、自動ドア、
福祉機器、包装機等の製造販売

●全社の知財経営戦略を司り、CEOを含めた全経営陣で全社の知財戦略を審議する会議を行い、会社全体のコア価値とそれ
を獲得・強化するための知財戦略や、事業ポートフォリオの評価・改善等を審議する体制を構築している。

●将来ビジョンの実現に向けた経営課題を分析・把握して解決策を提案するため、知的財産権を活用したIPランドスケープ
を活用し、開発テーマの妥当性検証や新事業テーマの分析、特許網を構築すべきテーマ、アライアンス先やM&A候補企業
の探索等を実施して、知的財産部が事業戦略の指導を全社横断的に行っている。

●航空、鉄道等の輸送分野から、産業用ロボット、自動ドア等の産業分野等において各種コア技術を開発して事業活動を行っ
ている。世界市場の確保のため、世界各国での特許網の構築とノウハウの保護を徹底し、模倣品対策として、権利行使等
の毅然とした対応を講じている。同社の製品は市場で高いシェアを獲得しており、産業ロボットの精密減速機で世界シェ
ア約6割を獲得している。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　設　　立

　資 本 金

　従 業 員

　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

ナブテスコグループの知的財産経営戦略の体系

知財功労賞　経済産業大臣表彰

ナブテスコグループの
継続的成長・

競争力強化に向けた
知財経営推進

●中期経営計画の達成
●長期ビジョンの実現

知財教育（グループ会社を含む）グローバル体制の構築 事業活動 
推進体制の整備事業基盤

ナブテスコグループナブテスコグループ
企業価値企業価値

新事業新事業

社内カンパニー社内カンパニー

グローバルな
成長

特許マクロ分析に 
基づく事業の 

方向性・目標設定

新事業

事業競争力の源泉 
であるコア技術の 

保護・強化

既存事業

企業価値の増大 
ブランド価値向上

企業価値

コア価値戦略知財武装・技術契約戦略

知財戦略の策定と実行

技術競争力 
強化

製品 
競争力 
確保

事業創造戦略M&A戦略

技術マーケティング・コア価値のシナジー活用

事業競争力 
強化

事業 
競争力 
強化

知的資産経営 
ブランド戦略
知財ポートフォリオ経営

圧倒的 
支配力 
確保

知財 
経営推進



知財活用企業（特許）

日亜化学工業株式会社 代表取締役社長　小川　裕義

http://www.nichia.co.jp/jp/about_nichia/index.html

徳島県阿南市上中町岡491

1956年

52,026百万円

8,600人

LED、レーザーダイオード、蛍光体、電池材料等の製造販売

●経営層の直下に知財部門を設置して経営の視点から知財戦略を策定し、開発した技術を財産として守ることの重要性を社
内で共有している。戦略上重要なテーマについては、技術部門と知財部門が合同で特許出願を検討する会議を毎月開催し、
開発成果の共有や今後の開発方針を決定している。重要な特許を世界各国へ出願することで、事業上で必要な特許網を国
内外で構築している。また、知財部門に特許訴訟業務を行う専門部署を設けて、特許訴訟等に即時に対応できる体制を構
築している。

●知的財産権は事業で利用されてはじめて価値を持つという考え方に基づき、製品化の黎明期・量産開始期・量産拡大期な
どの事業段階に応じて、戦略的な知的財産権の実施やライセンスを行っている。

●日米欧アジア主要各国で知的財産権を取得し、不正な模倣を防止する手段として知的財産権を活用し、これまでに世界各
国で70件以上の特許侵害訴訟をはじめとする対処を実施するとともに、相互に技術を補完するため、クロスライセンスを
積極的に行ってグローバルアライアンスを形成するなど、各国の市場で優位性を確保している。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　設　　立

　資 本 金

　従 業 員

　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

様々な用途に応じて開発されたLED製品
レーザーダイオードと蛍光体とを組み合わせた

マイクロホワイト

LEDに用いられる多彩な発光色の蛍光体

知財功労賞　経済産業大臣表彰



知財活用企業（商標）

株式会社トンボ鉛筆 代表取締役社長　小川　晃弘

http://www.tombow.com/

東京都北区豊島6-10-12　

1913年

90百万円

402人

鉛筆、ペン、消しゴム、修正テープ、スティックのり等の文具・事務用品の製造販売

●専門部署として知財部門を設け、知的財産管理規程等の社内規定を整備し、知的財産権の取得・管理の他、知財戦略の立案、
模倣品対応やライセンス対応などの業務を実施している。ブランドを保護するために国内で270件以上の登録商標を保有
している。

●海外における知的財産権の取得・管理は国内の本社知財部門で一元管理しており、海外での模倣品に対しても現地法人の
意見を聞きながら、本社主導で現地代理人と相談して対応している。

●全世界の全商品に統一して使用するコーポレートブランドと、商品コンセプトやユーザー層に合わせた商品群ブランド・
個別ブランドとを併用する複合ブランド戦略によりブランド展開を行っている。長年の使用により需要者の信用が醸成さ
れた商標を多数保有し、ブランドの提供価値と一貫したデザイン戦略に沿った製品開発を重ね、ブランドの拡大を図りな
がら戦略的な商品展開やプロモーションを実施している。また、色彩のみからなる商標の第1号として商標権を取得して
いる。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　創　　立

　資 本 金

　従 業 員

　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

コーポレートブランド「Tombow」と
主な商品群ブランド

「MONO」ブランド製品の展開事例 「MONO」のシンボルカラーを
色彩のみからなる
商標として登録

知財功労賞　経済産業大臣表彰



知財活用企業（オープンイノベーション推進企業）

KDDI株式会社 代表取締役社長　髙橋　誠

http://www.kddi.com/

東京都千代田区飯田橋3-10-10

1984年

141,852百万円

35,032人

電気通信事業

●事業戦略と連携した知財戦略を実行する組織として知財戦略グループを設置。通信・金融・IoT等のサービスやプラット
フォームは差別化し、ネットワークやデバイスは標準化することによるオープン＆クローズ戦略により、顧客へ提供する
サービスを中心とした特許出願を行っている。

●ビジネスの創出・拡大のため、ベンチャー企業育成プログラム「KDDI∞Labo」を通じて、異業種のパートナー企業と連携
したオープンイノベーションを積極的に推進している。パートナー企業とともにビジネスマッチング、アドバイザーによ
るメンタリング等を行い、支援企業の事業の立ち上げをサポートし、これまでの6年間で58企業を支援し、有望なベンチャー
企業48社に対して投資している。

●ベンチャー企業の成長を支援することを第一に考え、支援の段階ではベンチャー企業が他社と協業する可能性を残すため
に特許権を譲り受けることはせず、支援企業の成長を阻害しない方針を採っている。また、ベンチャー企業の知財活動（権
利化やリスクマネジメント）を積極的に支援するため、同社の知財室メン
バーが、ベンチャー企業の発明発掘・特許侵害調査・出願支援・知財関連
規程類の整備等を行っている。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　設　　立

　資 本 金

　従 業 員

　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

支援プログラム（∞ラボ）の卒業生一覧

アドバイザーによるメンタリング

支援企業による成果発表会
（11th DemoDayの表彰式）  

知財功労賞　経済産業大臣表彰



知財活用ベンチャー

マイクロ波化学株式会社 代表取締役社長CEO　吉野　巌

http://mwcc.jp/

大阪府吹田市山田丘２-８　テクノアライアンス棟３階

2007年

1,913百万円

36人

マイクロ波化学プロセスの研究開発・エンジニアリング及び
同プロセスを活用した製品の製造販売・ライセンス事業等

●社長を委員長にして各部門長や知財担当者などから構成される委員会を毎月開催している。同委員会では、権利内容・出
願国の選択・秘匿化・他社特許への対策などについて、戦略的な事業展開を図るために顧問弁護士や弁理士の意見も活用
しつつ、経営戦略の観点から判断している。限られた予算の中で効果的な権利活用に繋げるため、権利範囲が広く優位性
を確保した特許となるように、将来の権利行使も考慮して特許出願を行っている。

●マイクロ波プロセスの優位性を保つため、原材料を反応し易くする独自開発の触媒や周波数・温度などマイクロ波を最も
効率的に反応させるレシピはノウハウとして管理して、マイクロ波を利用した反応装置を特許出願して権利化するオープ
ン＆クローズ戦略を徹底している。

●権利化により参入障壁を高くしすぎることで黎明期にある技術の普及が遅れて市場が拡大しない状況に陥ることを防ぐた
め、食品・化学品・医薬品等の様々な分野の企業と合弁事業やライセンス事業を展開して、オープンイノベーションを実
践している。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　設　　立

　資 本 金

　従 業 員

　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

世界初の大型マイクロ波化学工場
（製造能力：3200t/年）

工場内にあるマイクロ波リアクター マイクロ波を用いて開発中の新素材
（銀ナノワイヤ）

知財功労賞　経済産業大臣表彰



知財活用ベンチャー

株式会社ユーグレナ 代表取締役社長　出雲　充

https://www.euglena.jp/

東京都港区芝5-29-11

2005年

5,424百万円

151人

ユーグレナ等の微細藻類の研究開発・生産及びこれらを用いた食品・化粧品、
バイオ燃料等の開発製造販売、バイオテクノロジー関連ビジネスの事業開発等

●コア技術であるユーグレナ（ミドリムシ）の屋外大量培養技術についてはノウハウとして秘匿化し、生産したユーグレナを
食品・化粧品・燃料等に利用するための技術については積極的に特許出願する知財戦略をとっている。

●エネルギー・環境分野においては、将来の商業化に向けて、ユーグレナの品種改良技術、分離濃縮技術、発酵技術等、バ
イオ燃料生産プロセスにおける要素技術について、世界各国へ積極的に特許出願を行っている。ユーグレナを一部使用し
たバイオ燃料生産のための基本技術について、将来的にバイオ燃料を生産する可能性のある世界14カ国に出願を行い、日
本・米国・中国・オーストラリア等で特許を取得しているほか、東南アジアなどの各国でも権利化を進めて特許網の構築
を図っている。

●大学発ベンチャーとして、大学の研究成果を社会に還元するべく産学連携にも意欲的に取り組み、基礎研究を中心に15以
上の大学と共同研究を進めている。また、企業との共同研究も積極的に行っており、微細藻類由来の素材を活かした食品・
化粧品・飼料等の用途への応用研究も行っている。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　設　　立

　資 本 金

　従 業 員

　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

微細藻類ユーグレナ（和名：ミドリムシ） ユーグレナ入り化粧品「one（ワン）」 ユーグレナ入り食品「ユーグレナの緑汁」

知財功労賞　経済産業大臣表彰



知財活用企業（特許）

出光興産株式会社 代表取締役社長　木藤　俊一

http://www.idemitsu.co.jp/

東京都千代田区丸の内3-1-1

1911年

168,300百万円

9,139人

石油精製並びに油脂の製造販売、石油化学製品の製造販売、石油、石炭、地熱、
その他鉱物資源の調査、開発並びに採取、農業用資材、電子機能材料の製造販売等

●燃料油から高機能材までの幅広い事業分野において、各事業の特性や戦略に合わせて柔軟に体制を組み替えて効率的に課
題解決を図る「ユニット体制」を導入した。ユニット毎に特許情報の調査・解析、特許出願の権利化、渉外、企画、管理等
の知財活動を、各事業部と一体となって実行している。また、事業部・研究所・知財部が一体となって活動し、各事業部
長を責任者とする「知財戦略会議」で知財活動計画を策定し、実行している。

●燃料油分野では、クロスライセンス契約を締結し、双方が相手方の特許を利用可能とすることによるコスト削減等により
競争力の強化を図っている。また、潤滑油分野の中でも強みを持つ冷凍機油等では、全世界で高いシェアを獲得しており、
グローバルな特許網を構築して市場の独占に貢献している。

●電子材料事業の主力分野である有機ＥＬ事業では、市場拡大が期待されるのを見込み、特許を相互に利用する提携関係を
国内外の企業と積極的に構築しており、有機ＥＬ材料に関連する有用な特許を保有する企業と特定領域の特許を相互に利
用可能とする提携契約を締結するなど、開発可能な領域を拡大しながらビジネスの創出・拡大を図っている。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　創　　業

　資 本 金

　従 業 員

　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

知財戦略会議を起点としたPDCAサイクル 出光ZEPRO
エコメダリスト SN 

有機EL材料を用いた素子評価の写真

知財功労賞　特許庁長官表彰



知財活用企業（特許）

エム・テクニック株式会社 代表取締役社長　榎村　眞一

https://www.m-technique.co.jp/

大阪府和泉市テクノステージ2-2-16

1988年

470百万円

80人

医薬品・化学品・食品化粧品等の製造プラント機器の設計製造販売

●知的財産権の取得及び管理に関わる組織として、研究開発グループと知財グループを擁している。専任の知財担当者を配
置して、研究開発と一体的に開発成果の特許出願を行い、早期審査制度等を有効活用して、研究開発の成果を早期に権利
化している。

●工業的に高い生産性で機能性微粒子を製造することが可能となる強制薄膜式マイクロリアクター ULREA®を開発し、その
特長を活かした多数の特許権を取得。医薬品・食品・化学・電子材料などの多岐にわたる分野で顧客が同社の製品を使用
して新たな機能性微粒子を開発・事業化する際、特許権の実施許諾を含めたライセンス契約を締結して、共同開発のパー
トナーとして技術協力する事業戦略を採っている。また、これらのロイヤリティ収入を次の研究開発に投資して更なる事
業拡大を図っている。

●グローバルな競争下にある顧客と共同開発を進めるなかで、日本だけでなく、市場や製造拠点のある米国・欧州・中国・
韓国においても特許権を取得。顧客のグローバルな事業展開をサポートしている。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　設　　立

　資 本 金

　従 業 員

　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

ULREA®SS-11は、反応部ディスク径が
φ100のスタンダートタイプ

（左）ULREA®SS-11-300は、ULREA®SS-11の
約10倍スケールの連続式量産反応・合成装置
（右上）強制薄膜反応部
（右下）ULREA®SS-11-75は、反応部ディスク径が
φ75の卓上実験機

ULREA®を用いて作製した
ケイ素酸化物コートZnO

知財功労賞　特許庁長官表彰



知財活用企業（特許）

コニカミノルタ株式会社 代表執行役社長兼CEO　山名　昌衛

https://www.konicaminolta.com/jp-ja/index.html

東京都千代田区丸の内2-7-2

1936年

37,519百万円

5,770人

情報機器分野、バイオ・ヘルスケア分野、産業用材料・機器分野における開発製造販売、
ソリューションサービスの提供

●知的財産に関する戦略や権利取得及び活用等に関して、知的財産部が事業横断的に統括し、各事業部門長や知的財産部が
参加する知財戦略会議を定期的に開催している。開発に密着して知的財産戦略策定や発明の発掘を担うリエゾン機能、出
願から権利化までを担う実務機能、他社特許への対応や他社との折衝を担う他社対応機能の3つの機能毎に業務標準を明
確に規定することで、個人毎のばらつきを防ぎ、業務品質の維持・向上を図っている。

●カメラや写真フィルムなどの開発・製造を通じて蓄積した「材料」「光学」「微細加工」「画像」の分野における「コア技術」を
特許群により保護するとともに、事業領域毎に知財戦略を策定して実行することにより、「コア技術」の活用による新たな
製品や事業の創出に貢献している。

●同社は新たに開発した医療技術を活用しバイオヘルスケア事業に参入している。当該事業参入を知的財産面からサポート
するため、日米において数百件の特許を出願して特許網の構築を進めている。同社の技術との相乗効果を狙った海外企業
のM&Aの検討から知的財産部が入り込み、両者が持つ技術を合わせることで、プレシジョン・メディシン（個別化医療）
領域で必須の「コア技術」を守る知的財産の獲得を図り、海外への事業展開を進めている。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　設　　立

　資 本 金

　従 業 員

　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

コニカミノルタのコア技術 がん細胞に発現するたんぱく質を蛍光ナノ粒子を用いて
正確に検出する技術「HSTT」

知財功労賞　特許庁長官表彰



知財活用企業（特許）

株式会社ダイセル 代表取締役社長　札場　操

https://www.daicel.com/

大阪府大阪市北区大深町3-1

1919年

36,275百万円

2,248人

有機合成品、セルロース関連製品、樹脂製品、火工品の製造販売

●知的財産権を事業に有効に活用するため、事業担当者・開発担当者・知財担当者による三位一体のチームで知財活動を行っ
ている。事業テーマ毎に構成された各チームで、出願権利化から管理・活用・契約までを一気通貫で行い、各事業の責任
者が知財活動チームのパテントコーディネーターとして知的財産権の取得・管理、ノウハウ管理及び知財情報を生かした
新規テーマの策定等を行っている。

●医薬品開発のために用いられる光学分割デバイスを産学連携により事業化し、グローバルな特許網や商標網を構築し、知
財ミックスにより知的財産権を活用して競合他社の参入を排除し、世界でのビジネスシェアトップを確保している。

●同社が特許権を保有する「知的統合生産システム」を多くの日本企業へライセンスし、化学プラントに代表されるプロセス
型産業の生産革新として、品質安定化・省人化・低コスト化による生産性向上を実現し、国内産業の生産性向上による国
際競争力の強化にも貢献している。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　設　　立

　資 本 金

　従 業 員

　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

光学分割デバイス（キラル分離） 知的統合生産システム（ダイセル式生産革新）

パテントコーディネーター（PC）を中心とする
三位一体の知財活動チーム

知財功労賞　特許庁長官表彰



知財活用企業（意匠）

株式会社喜多俊之デザイン研究所 代表取締役　喜多　俊之

http://www.toshiyukikita.com/jp/

大阪府大阪市中央区北浜2-1-23

1973年

10百万円

10人

工業デザイン及びインテリアデザインの企画設計施工、デザインのコンサルティング業務

●製品を「使う側」・「作る側」・「流通させる側」の視点でデザインを捉え、製品の用途・機能性・生産性など、製品に必要な
あらゆる要素を調和させたプロダクトデザインを具現化することを基本コンセプトとしている。

●ビジネスを展開していく上で知的財産権を活用していく必要があると考えており、国内や海外で意匠権や商標権を取得し
て製品を保護している。また、同じ部品でシリーズ化する製品に関しては、コストの削減を図りつつデザインの一貫性や
オリジナル性を持たせた製品を展開するため、部分意匠を取得して製品を保護している。

●海外向けのオリジナルブランド作りを目指して、地方の企業と連携して独自の製造技術を活かした製品を制作して意匠権
や実用新案権を取得。模倣品対策や製品の独自性を確保する上で知的財産権を活用している。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　設　　立

　資 本 金

　従 業 員

　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

左／ 1991年　福井県鯖江市　TWO POINT （MIZ）
メガネのフレーム製造技術を活かした時計
右／ 1994年　福井県鯖江市TITANIUM GLASSES （MIZ）
軽量かつ折りたたむと薄くなるメガネ。

1980年 イタリア　WINK CHAIR （CASSINA）
人間に合わせて椅子が形を変えるというコンセプトデザインが、
メーカーのブランディングにマッチした。
現在も世界で販売されている。

知財功労賞　特許庁長官表彰



知財活用企業（意匠）

株式会社ワコール 代表取締役　社長執行役員　伊東　知康

http://www.wacoal.jp/

京都府京都市南区吉祥院中島町29

1949年

5,000百万円

5,289人

インナーウェア、アウターウェア、スポーツウェアその他の繊維製品の製造販売等

●ワコール人間科学研究所が40年以上にわたって収集した人体データを活用し、高い機能性を有する衣料品の開発を積極的
に行っている。デザインの側面から意匠権、構造的な側面から特許権によって保護を図り、これらを組み合わせた知財ミッ
クスで製品を保護している。

●意匠権については権利範囲の最大化を狙い、全体意匠のみならず、特徴的な形状については部分意匠を制度導入時から積
極的に活用して権利を取得するとともに、重要な商品については関連意匠制度も活用して、より広い範囲で権利を取得し
ている。

●衣料品はファッショントレンドに大きく影響を受けるため、ライフサイクルが早く、製造も比較的容易なことから模倣品
が発生しやすい傾向にある。このような模倣品に対して意匠権を行使して対応しており、市場に模倣品が出回った際に意
匠権侵害を主張して販売の差し止めを実施している。

会社概要

受賞のポイント

　所 在 地

　創　　立

　資 本 金
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　事業内容

平成30年度 知的財産権制度活用優良企業等表彰

CW－X JYURYUトップ
［JAO731］

GOCOCi　ソフトブラ
［CRA530］

※裏面

SUHADA　肌リフト
［GRC425］

知財功労賞　特許庁長官表彰



知財活用企業（商標）

枕崎水産加工業協同組合 代表理事組合長　西村　協

http://katuobushi.net/

鹿児島県枕崎市立神本町12

1949年

245百万円

38人

水産品・水産加工物の卸・販売

●組合内に「枕崎鰹節」品質規格委員会を設置し、地域団体商標登録後の枕崎鰹節とそのロゴマークを一元化した管理を行っ
ている。また、「枕崎鰹節」広報委員会の設置によって、地域を巻き込んだ商標のブランド構築に向けた販促ツールなどを
作成し、市民と一緒になった「枕崎鰹節」の地域ブランド化に取組む。

●地域特産品の食育活動においても、市内の学校給食に「枕崎鰹節」を提供し、生産者との交流給食も実施している。また、
枕崎への地域外からの訪問者にも、伝統食品の茶節でおもてなしするなど、「枕崎鰹節」の情報を発信している。

●ＥＵ規制により鰹節が欧州に輸出できないことから、フランスに現地工場を設立して現地生産・販売を開始している。海
外展開する事業戦略に基づき、外国出願補助金の活用を通じて、中国・欧州・米国等の海外でも積極的に商標権を取得し
ており、海外でのブランド構築に努めている。これらの取組により、近年の鰹節の売上高も年々増加してきている。
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商標登録第5682153号 食育事業での交流給食の様子 枕崎鰹節の本枯れ節と削り節

知財功労賞　特許庁長官表彰



知財活用ベンチャー

株式会社オプティム 代表取締役社長　菅谷　俊二

https://www.optim.co.jp/

東京都港区海岸1-2-20　汐留ビルディング21階

2000年

442百万円

152人

ライセンス販売・保守サポートサービス（オプティマル）事業
（IoTプラットフォームサービス、リモートマネジメントサービス、サポートサービス、その他サービス）

●知財戦略を経営・事業戦略の最重要な要素の１つとして位置づけ、社長、経営企画・事業担当取締役、知財担当、顧問弁
理士で構成された知財戦略チームが知財戦略会議を毎月実施して、特許の出願・活用方針を決定している。事業戦略・
R&D戦略・知財戦略が一気通貫で立案・実行・管理されていることに特徴があり、戦略間の協奏を実現している。事業が
大きく舵を切る際に、事業ポートフォリオの変更を後押しする形で特許権を活用できるよう、最適な知財ポートフォリオ
管理を行っている。

●常に新しい技術を生み出し、取り込みながら研究開発を行い、その成果を活用した製品・サービス、さらにはビジネスモ
デルで取得した特許権が差別化を生み出すことにより、事業の競争優位性を確保している。

●今後新たな事業を展開していくため、県や大学などと連携してAI・IoTを活用したIT農業やIT医療等に取り組んで特許出願
しているほか、グローバルな事業展開に備え、AI・IoTやロボティクスなどの新技術の分野を中心に米国等でも積極的に
特許取得を進めている。
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世界で初めてドローンの空撮画像を人工知能が
解析するプラットフォームを開発・提供
※2015年8月時点。オプティム調べ

日本で初めてスマホを使った遠隔診療サービスを
開発・提供
※2016年7月時点。オプティム調べ

世界で初めて遠隔作業支援専用スマートグラスを
開発し、遠隔から作業支援ができる仕組みを開発
※2015年8月時点。オプティム調べ

知財功労賞　特許庁長官表彰




